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移転料の上限額（抜粋）

※１　扶養親族簿及び賃貸契約書以外はすべて原本を送付してください。
	項　目
	支　　給　　内　　容
	提 出 が 必 要 な 書 類
	備　　　　　考



【必要な事項】・発令日から1月以後の移転の理由

	・上記★と同じ

※引越日について
・異動発表の日以後の引越が対象。

・異動発表日から異動発令日以後１月の間に行った複数の引越は同一のものとみなす

※扶養親族が、職員と別の時期（１年以内）に住居を移転した場合

・職員の移転距離に対する上限額の1/2が上限となる

※扶養親族が、職員とは別の場所へ（又は別の場所から）住居を移転した場合

・移転料の上限額は、職員と扶養親族の新旧住居地間の距離を比較し、短いほうの距離区分に対する上限額の1/2となる。
・職員と扶養親族の移転報告書は別に作成し、扶養親族の特記事項に、職員の命令番号を記載すること。（例「本人分○○番」）

	移転雑費
	20,000円※の定額を支給。

※扶養親族の移転を伴わない場合は10,000円　

夫婦とも県職員の場合は、一方に支給
	
	※移転料の支給対象となる住居の移転（運送業者を利用しない場合を含む）を行った場合に支給

	職員移転料

(旧住居から新住居までの旅費)
	・公共交通機関の運賃

・自家用車の車賃（29円／1㎞）


[image: image1]
・自家用車を使用して移転する際に利用した有料道路の料金

※有料道路を利用しない場合の旧住居から新住居までの路程が40㎞以上（合理的な経路における利用料金を支給）

・旅行雑費（1日当たりの定額）
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旅費事務センターが算出した旧住居から新住居までの路程に
よる旅費を上限とし、実際の経路による旅費が安価な場合に
は、実際の経路による旅費を支給（扶養親族移転料も同じ）
	◆航空機利用の場合は搭乗半券、又は領収書

・領収書の場合は、利用日、利用区間、便名の記載が必要
◆有料道路料金の領収書

◆フェリー料金の領収書

　　・乗船料の等級及び航送料等の記載が必要
	※航空機の搭乗半券及び領収書を紛失した場合
・申立書
【必要な事項】・利用日

　　　　　　　　・利用区間
・運賃

　　　　　　　　  ・上記★と同じ

※有料道路の利用日と移転日が異なる場合

　・申立書
【必要な事項】・有料道路の利用日（職員が移転した日）と移転日（住民票の住民となった日）が異なっている理由
・上記★と同じ

	着後手当

(やむを得ず有料の宿泊施設に宿泊した場合の宿泊料及び宿泊諸費相当額)
	１ 赴任先の新住居（貸間を含む）に直ちに入居できず、有料の宿泊施設に宿泊する場合

２ 住居を移転した後、異動前の勤務公署に通勤のため、有料の宿泊施設に宿泊する場合

· 実家、知人宅等への宿泊は支給対象外

· ５夜分が上限
	◆宿泊施設の宿泊料金の領収書

・素泊り金額、食事代金の内訳の記載が必要
	
宿泊施設の利用が自己都合である場合は支給しない。
所属で内容を確認し「宿泊施設の利用理由」は明確に記
載すること。

＜記載例＞

引越荷物の配達日が、業者の都合により○月○日になり、新住居に入居できなったため。

	(自らが居住するための住宅を借りた場合の礼金及び仲介手数料)
	　55,000円を上限に支給

· 住居手当の認定を受ける住宅に係る、礼金及び仲介手数料

に限る

※　返還の対象となる額（家賃、敷金）は含まない
	· 礼金及び仲介手数料の領収書

◆賃貸契約書の写し
	

	扶養親族移転料

(扶養親族の旧住居から新住居までの旅費）
	赴任を命ぜられた日における扶養親族について、職員の移転の例による旅費を支給

※移転の際の年齢が６歳未満の者の旅行雑費（1日当たりの定額）、宿泊諸費に相当する額は３分の１
	◆扶養親族簿の写し
（給与システムの権限を付与された職員のみが出力可能）
◆扶養親族の住民票
◆航空機利用の場合は搭乗半券、又は領収書

・領収書の場合は、利用日、利用区間、便名の記載が必要

◆宿泊施設利用の場合は宿泊料金の領収書

・素泊り金額、食事代金の内訳の記載が必要
	※実際の住所と住民票記載の住所が異なる場合

・申立書（移転料欄　☆　と同じ）
※職員とは別の時期（１年以内）に住居を移転した場合及び職員とは別の場所へ（又は別の場所から）住居を移転した場合

・職員の移転の路程により計算された額が上限
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